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問題意識
q近年、⽇本企業でも様々な⾯でのグローバル化が
進み、⽇本国内で働く外国⼈労働者の受け⼊れが
積極的に⾏われてきた。

→外国⼈労働者をめぐる議論は、⾼度な「⼈材」と
⾮熟練の「⼈⼿」という⼆極化（明⽯ 2017）

l⼈材︓都⼼の⼤企業で働く、⾼⽔準の知識・
技能をもった⽇本⼈従業員の補完的存在

l⼈⼿︓主に中⼩企業や地⽅において、⽐較的
安価に労働⼒不⾜を補填するための存在
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問題意識
q⼀⽅、社会政策な観点では、外国⼈労働者の定住/
⾮定住が⼤きな争点となる。

Ø定住には⼊管法に基づく永住許可が必要であり、
⽇系⼈や⽇本⼈の配偶者など、⾎縁関係によって
資格を得る場合がほとんどである（依光 2003）。

Øそれ以外の外国⼈は、まず活動に基づく在留資格
を取得し、その後永住権の取得を⽬指してもらう
という仕組みになっている。
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問題意識
専⾨的・技術的な職業に

就く外国⼈

• ⾼度外国⼈材

• グローバル⼈材

︖︖︖

⾮熟練労働に就く外国⼈

• 技能実習⽣

• 留学⽣（アルバイト）

永住権をもつ外国⼈

• ⽇系移⺠などの定住者

• ⽇本⼈・永住者の配偶者
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問題意識
q近年は留学⽣を「⾦の卵」とみなし、⾃社の基幹
⼈材(総合職)として雇う⽇本企業が増えつつある。

n伝統的規範をもつ⽇本企業の多くが、中⻑期的な
雇⽤関係を前提として⼈材を新卒で採⽤している。

→そうした⽇本企業に総合職で雇⽤された外国⼈は、
必然的に⽇本⼈と同様、⽇本での定住を⾒越した
中間的な存在（「外国⼈普通⼈材」）となりうる
（守屋 2020）
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既存研究
q⽇本企業による外国⼈雇⽤の利点は、主に国際経
営上のメリット、ダイバーシティ・マネジメント
という２つの論点から導出される。

①国際経営上のメリット︓⽇本企業のグローバル化
の遅れを改善するための処⽅箋。国際的な⼈材戦
略のなかで国内の⼈的資源管理を⾒直したとき、
⽇本本社でも外国⼈を登⽤すべきだという論理。
＝内なる国際化（吉原 1996）
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既存研究
n⽇本企業は、国際的な⼈的資源管理において⽇本
本社および⽇本⼈駐在員に依存したマネジメント
を⾏なっており、それが⽇本企業のグローバル化
を遅らせる要因となっているだろうと推論される
（⽩⽊ 2006; ⼤⽊ 2018）

→「⽇本的」な⽅針を変えるための処⽅箋として、
外国⼈雇⽤の重要性が（部分的に）指摘される。
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既存研究
②ダイバーシティ・マネジメント︓優秀な⼈材の
獲得、創造性や問題解決能⼒の向上などを⽬的と
して、⼈材の多様性を尊重する雇⽤管理戦略。
（Cox & Blake 1991; Herring 2009）

nジェンダーやエスニシティの多様性が組織の⽣産
性を⾼めるという議論は、アメリカを中⼼に検討
が進められている（Stainback et al. 2005; 
Kalev et al. 2006）
＝⽇本⼈とは異なる「外国」⼈材として、多様性
の源泉となると理解される。
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既存研究の整理と本報告の問い
qこの２つの論点は、ともに外国⼈を雇⽤する⽇本企業の
戦略的理解とつながっている（⾼松 2015）

→しかし、こうした外国⼈雇⽤戦略のなかで念頭に置かれ
る「外国⼈」は、短期的に⽇本に留まり、定住を志向し
ない⾼度外国⼈材が中⼼であった。

→近年は外国⼈普通⼈材が増加するなど、企業を取り巻く
環境が変化するなかで、今までの「外国⼈」の捉え⽅は
いまだに妥当なものであるのか︖

→社員との⻑期的な雇⽤関係を前提とする⽇本企業におい
て、総合職として採⽤される外国⼈普通⼈材とはどのよ
うな存在なのかを検討する
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分析視⾓とデータ
q組織の「認識」をめぐる理論的フレームワーク
– 主体が外部の環境を認知し、意味づけることに
よって組織⾏動が⽣じるとするセンスメーキング
（Weick 1995; Weick et al. 2005など）

– ⾃⼰組織を特徴づけるものに対する⼼理的動機づ
けによって組織現象を説明する組織アイデンティ
ティ論（Albert & Whetten 1985など）

– 社会との相互作⽤で作られる組織と戦略の最適解
によって、類似した組織構造・慣⾏・戦略が普及
すると考える新制度派組織社会学理論（Meyer & 
Rowan 1977; DiMaggio & Powell 1983など）
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データと分析視⾓
q以上の理論的枠組みは組織現象を紐解くうえで
重要なものであるが、客体を認識する主体が
「組織」という有機体として漠然と想定される。
＝ある現象に対する説明として認識が導⼊される
→いかなる⽅法で、組織の認識を読み解くべきな
のかという⽅法論的な議論は発展途上である。

→本報告では、認識の主体を⽇本企業の集権的構
造の中⼼に位置づけられる⼈事部（に所属する
中核的⼈材）として措定する。
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データと分析視⾓
q⽇本的な雇⽤慣⾏・規範をもつことが想定され
る⽇本の⼤企業、なかでも実際に外国⼈雇⽤の
積極的推進をかかげる企業の⼈事部に対して、
インタビュー調査を実施した。

– インタビュー回答企業︓10社
– 質問内容︓各社の経営戦略と外国⼈雇⽤について
– 対象者︓⼈事部に所属する執⾏役員・部⻑・課⻑

１名〜３名

なぜ・どのように総合職として外国⼈を採⽤するのか︖
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データと分析視⾓
13

業種 創
業

年間
売上⾼

従業員数
（連結） 主な海外展開地域 海外売上

⽐率

A社 重化学⼯業 A C C アジア諸国、アメリカ、南⽶など B

B社 ⾷品製造業 A C C アジア諸国、アメリカ、ヨーロッパなど C

C社 機械⼯業 C C C アジア諸国、オセアニアなど C

D社 機械⼯業 B B B アジア諸国、アメリカ、ヨーロッパなど B

E社 重化学⼯業 A C B アジア諸国、アメリカ、ヨーロッパなど C

F社 機械⼯業 B C C アメリカ、ヨーロッパなど D

G社 ⾦融・保険業 A C C アメリカ、ヨーロッパなど A

H社 卸売・⼩売業 C A A 東南アジア、ヨーロッパなど A

I社 運輸・郵便業 B C C アメリカ、ヨーロッパ、アジア諸国など A

J社 卸売・⼩売業 A C C アジア諸国、ヨーロッパ、アメリカなど B
売上⾼︓~3000億をA、~10000億をB、~30000億をC、30000億以上をDとした。

創業年数︓~1920年をA、1921年~1950年をB、1951~1980年をC、1981年~をDとする。

従業員数︓~10000⼈をA、~30000⼈をB、30000⼈以上をCとした。

海外売上⽐率︓~25%をA、25~50%をB、50~75%をC、75％~をDとした。

*すべてデータは2018年3⽉時点。



分析結果①「国籍」による説明
q社内でダイバーシティを⾼めることを⽬的とし、
国籍の異なる外国⼈を採⽤したという論理が、
どの企業の語りからも確認された。
＝会社の戦略として外国⼈の採⽤が⽬指される

2012年くらいからダイバーシティの⼀環で外国籍の⽅を
積極的に採⽤するということになりましたので、⼤⽅がまだ
⼊社して8年⽬とか。⼀番上の⽅でも30過ぎとか、そのくら
いですね。それまでは、単発でぽつぽつと⼊社される⽅がい
らっしゃったんですが、会社としては、当初はやっぱり総合
職の1割を海外出⾝の⼈で採⽤するというような⽬標感を
持ってやっていたこともあります。（A社）
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分析結果①「国籍」による説明
q外国⼈をダイバーシティ⼈材とみなして積極的
な採⽤を試みることは、グローバル化に対応す
るための雇⽤戦略の⼀環としても捉えられる。
＝「グローバル化のための外国⼈」という理解

うちだけじゃないと思うんですが、どこの会社もグローバ
ル化というのが実現できないような気がしてならないんです
ね。要は、われわれ⽇本⼈だけがハイコンテクストになって
もどうしようもないわけで、そこにいかに外国⼈の⽅に⼊っ
ていただくか。それがインクルージョンの本当の意味だと思
うんですけれどもね。 （I社）
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分析結果①「国籍」による説明
q外国⼈材を求める論理は、外国⼈材の潜在能⼒
に対する肯定的評価、そして⼈材の多様性がイ
ノベーションを⽣むという理解に⽀えられる。
やっぱり彼らならではの、例えば異⽂化への理解ですとか、こう

いう⽇本企業で働いてみようと、これそのものが結構チャレンジン
グだということで。そういったところを⽣かした仕事をしてもらい
たいなという気持ちはあります。（A社）

マジョリティーだけに特化していると、その⼈間たちというのはある意
味で⾔うと⾦太郎あめ的になりやすいわけですよね。ある⼀定のスタイル
のマネジメントに割と適した対象だと。そういう⼈たちがこれからの新し
い価値を⽣んでいける⼈材なのかということで⾔うと、違うかもしれない
なというのが、多分最近の世の中が今考えていること。要するに新しい価
値を、イノベーションを⽣み出せる⼈たちというのは、実はその周辺領域
のところにいる⼈（外国⼈や⼥性など）なんじゃないかって。（B社）
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分析結果①「国籍」による説明
qダイバーシティ⼈材として外国⼈の採⽤を⽬指
す昨今の傾向は、社内の基幹⼈材が⽇本⼈・男
性・壮年層だけで構成されることへの株主を通
した社会的圧⼒によって助⻑されている。

この間の株主総会のときに株主さんから⾔われましたけれ
ども、やっぱり壇上にいる⼈は結構いい年の⽇本⼈の男ばか
りですねって。いつになったらここに外国⼈や⼥性がもっと
増えるんでしょうかって⾔われましたけれども。それは別に
当社に限らず、世の中の⽇本企業は多分ほとんどそうで、そ
れでグローバル化だとかと⾔っても、なかなか説得⼒がない
というところはあるんでしょうね。（B社）
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分析結果②「能⼒」による説明
q⾃社の総合職⼈材に適した気質や能⼒を選考基準
とした結果、たまたま外国⼈が採⽤されたという
論理も、同時に各社の語りから確認された。

→あくまでも個別の⼈材がもつ能⼒を公平に評価し
たところ、偶然にも能⼒の⾼い外国籍の⼈材が採
⽤されたと説明される。

→「外国⼈であること」が有利な選考基準となるこ
とを意図的に避けていると主張された。
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分析結果②「能⼒」による説明
外国⼈の採⽤に関して、特別に何かあるかというと、70⼈

の外国籍社員、これは⽇本⼈と全く同じ採⽤ルートでほぼ採
⽤しているので、⼤体国内の留学⽣がほとんどです。いわゆ
る就職活動時期に⽇本⼈の学⽣と同様に選考試験を受けてい
ただいて、それで、先ほど申しましたような基準に合致する
⽅を採⽤しているということになっています。（A社）

本社の社員も、国内関係会社の社員も、海外の社員も同じ
ように、出⾝だとか国籍に関係なく扱っていきますよという
のを基本の考え⽅にしています。ほとんど実は、外国⼈だか
らといって何かありますかということについては、基本的な
考え⽅の差はないというのは、そういうことがポイントかな
というふうに思っています。（B社）
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分析結果②「能⼒」による説明
qどの国籍の応募者にも能⼒に応じた採⽤の機会を
平等に与えることは、これまで⽇本⼈を前提とし
て培われてきた採⽤基準を⽤い、そのなかで優秀
な⼈材の採⽤を⽬指しているとも解釈できる。

本社での外国籍の社員というのは、国籍による区別という
のは⼀切設けていなくて、⾃然体で採⽤して、今の⼈数の者
がいるということなんです。そういう意味で⾔うと、本社で
の採⽤基準というのは、当然⾯接等も⽇本語でやっています
し、そういう意味では⽇本語をビジネスレベルというか、普
通に使える者を求めていますので、⽇本⼈の応募者と全く同
じ選考で採っているというのが現状ですね。（I社）
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分析結果②「能⼒」による説明
q⽇本⼈同様のプロセスを経て採⽤された外国⼈は、
企業にとって国籍という表層的なダイバーシティ
以外、他の⽇本⼈社員とほとんど変わらない性質を
もつ存在として認識される傾向がある。
志望動機で⾔うと、グローバルな仕事がしたいとか、スケールの

⼤きい仕事がしてみたいということで、志望いただく動機もあまり
⽇本⼈学⽣と変わらない。（A社）

（応募者の性質や傾向は）別に外国⼈だからということで特別
な傾向があるというわけではない。それは、多分⽇本⼈と変わらな
いと思います。（C社）

彼らは、イメージでいうと、⽇本の⼤学に留学で来て、それでも
うほとんど多分⽇本で暮らしていこうと決め打ちしている⼈たちが
ほとんどだと思う（D社）
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分析結果②「能⼒」による説明
qそうした外国⼈への認識は、⽇本⼈を前提とし
て培われてきた既存の採⽤枠組みや雇⽤制度の
なかに外国⼈を当てはめることを肯定させる、
正当化の論理へと転化しうる。

実際、やっぱり耐えられないんですよね、ヘッドハン
ティングした外国⼈たちは。じゃあ⽣え抜きでやると。
ちょっと能⼒が劣ってもいいと。F社のことをしっかり
分かっている⼈のほうが絶対いいと。それが嫌な⼈は、
残念ながら、他の会社に⾏ってくださいと。（ F社）
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分析結果のまとめ
q外国⼈を総合職として採⽤する論理は、異なる
２つの戦略的理解を通して説明された。
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国籍による説明 能⼒による説明
強調点 ⼈材の多様性 採⽤の平等性

採⽤意図 イノベーション喚起
グローバル化対策 総合職⼈材の拡充

⽇本⼈との相違に
基づく外国⼈像

⽇本⼈と異なる
異質な存在

⽇本⼈と変わらない
同質的存在

外国⼈であること
への評価 積極的に評価 評価基準に含めない

外国⼈への期待 ⽇本⼈とは異なる
個性や能⼒の発揮

⽇本⼈と同質的な
ふるまいや志向性

認識する環境 株主を通した
多様性への圧⼒

これまでの慣⾏
社会的な公平性



考察・結論
qどの企業も、優秀な外国⼈材は雇⽤したいが、「外国
⼈だから」採⽤するわけではない。あくまでも⽇本⼈
を前提としたふるいにかけて「優秀な」社員を選抜し
た結果、外国⼈が採⽤されたと説明する。

q当該企業にとって望ましい外国⼈とは、「⽇本⼈とは
異なる個性や能⼒の発揮」と「⽇本⼈と同質的なふる
まいや志向性」という⼀⾒相反する2つの要求を同時に
満たすものとして認識されている。

q実際に企業で雇⽤された外国⼈は、上記2つの要求を
満たす存在として期待され、その採⽤が説明される。
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考察・結論
qこの結果は、⼈材の多様化が社会的に要請される
なか、これまでの採⽤・雇⽤のあり⽅と整合性を
保ちながら外国⼈雇⽤を試みている企業⼈事部の
ジレンマを⾊濃く反映している。

q組織は、必ずしも⼀つの認識によって⾏為が決定
しないし、複数の認識が複層的に組織⾏動を惹起
することが起こりうる。
＝認識をめぐる理論的枠組みを拡⼤して考察する
必要性、企業のアンビバレンスな性質や組織
⾏動を捉えることの重要性を⽰唆する。
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